
 

第２次益田地区広域市町村圏事務組合特定事業主行動計画  

 

令和３年４月  

１ はじめに 

  益田地区広域市町村圏事務組合における女性職員の活躍の推進に関する特定

事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「法」という。）第１５条第

１項の規定に基づき、益田地区広域市町村圏事務組合理事会、益田地区広域市

町村圏事務組合議会議長、益田地区広域市町村圏事務組合代表監査委員、益田

地区広域市町村圏事務組合公平委員会、益田地区広域市町村圏事務組合消防長

が定める特定事業主行動計画です。  

  なお、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７第１項の規

定により他の地方公共団体から派遣されている職員は、対象外とし派遣元の特

定事業主行動計画によるものとします。  

 

２ 計画期間 

  本計画の期間は、令和３年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間と

します。  

 

３ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等  

  本組合では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、特定事業

主行動計画推進委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の

実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等、評価に基づく計画の変更等に

ついて検討を行うこととしています。  

  消防部局の推進委員会については、委員長は総務課長をもって充て、委員は

消防長が指名する職員をもって充てることとします。  



 

４ 女性職員の職業生活における活躍に関する状況把握 

  法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１

号。）第２条に基づき、本組合の女性の職業生活における活躍に関する状況に関

して必須となる７つの項目について把握しました。  

 

(1) 採用した職員に占める女性職員の割合（令和２年度中）  

職 種 計 男 性 女 性 女性割合 

消防職 6 5 1 16.7％  

 

(2) 平均した継続勤続年数の差異（令和３年４月１日）  

職 種  男 性  女 性  

消防職  17 年  9 年  

 

(3) 職員一人当たりの超過勤務時間（令和２年度中）  

一人あたりの超過勤務時間（月）  3.0 時間  

 

(4) 管理職の女性割合（令和３年４月１日）  

職 種  計  男 性  女 性  女性割合  

消防職  5 5 0 0.0％  

 

(5) 役職ごとの女性割合（令和３年４月１日）  

 消防職  

職 種  計  男 性  女 性  女性割合  

部 長  

（消防監）  

1 1 0 0.0％  



課 長  

（司令長）  

4 4 0 0.0% 

課長補佐  

（司令）  

12 12 0 0.0% 

係 長  

（司令補）  

22 21 1 4.5% 

主 任  

（士長）  

29 29 0 0.0% 

副主任  

（副士長）  

15 15 0 0.0% 

係  

（消防士）  

35 33 2 5.7% 

計  118 115 3 2.5％  

 

  

 (6) 男女別の育児休業取得率・平均取得期間  

 職 種  男 性  女 性  

消防職  

0.0％  

（取得可能な職員 19 名、取得者 0 名） 

0.0％  

（取得可能な職員 0 名、取得者 0 名） 

 

 

 (7) 妻の出産補助休暇及び男性の育児参加のための休暇取得率   

 職 種  出産補助休暇  育児参加のための休暇 

消防職  

0.0％  

（取得可能な職員 6 名、取得者 0 名） 

0.0％  

（取得可能な職員 0 名、取得者 0 名） 

 



５ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標  

 女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定します。  

 (1) 令和８年度までに消防職における女性職員の占める割合を５ .０％以上に

します。  

   平成２７年７月２９日付け消防庁次長通知では、令和８年度当初までに、

消防職における女性職員の割合を５ .０％に引き上げることとされています、

当本部も令和８年度までに、５.０％以上を目標数値とします。 

 

 (2) 令和３年度から消防職における採用試験の女性受験者数を令和２年度１

人から 2 人以上に増加させることとします。  

   これから社会人となる年齢層の女性に対し、消防本部として積極的に PR

活動を行い、また女性枠の採用についても検討を行うこととします。  

 

 (3) 令和７年度末までに「妻の出産補助休暇」及び「男性職員の育児参加のた

めの休暇」の取得率を１０ .０％以上にします。  

   職員へ休暇制度の周知を図るとともに、管理職を始め上位の職にある者の

意識改革を行います。  

 

６ 目標を達成するための取組 

 (1) 施設・設備の改善  

   女性専用のトイレ、浴室、仮眠室等の設備が整備されていない消防本部・

分遣所において、その改善に努めます。  

 

 (2) 女性職員の多様なポストへの配置  

   将来上位の職へ登用するため、本人の資格や特技を考慮しながら、幅広い

業務の経験や能力の養成を意識した人事配置を行います。  

 



 (3) 女性職員への多様な研修機会の提供 

   女性職員を対象とする外部研修（自治研修所、消防大学校、消防学校など） 

  の機会を提供し、能力開発と意欲の向上を図ります。  

 

 (4) 男性職員の育児支援のための休暇取得  

   休暇計画表の配布等により、育児に関する特別休暇の積極的な取得を促進

します。  

 

７ 終わりに 

 本計画が実効性のある計画となるよう、目標の達成状況や取組状況等について

定期的な検証を行い、また国や他の自治体など積極的な取組をしている場合は、

これを参考としながら、本計画の修正・変更等を検討していきます。  

 


